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１　はじめに

　本書は，個別化が進む日本企業（電機製造業 A 社）
を対象に，個別化された労働条件の規則（実体的ルー
ルと手続的ルール）の構造と労使関係当事者がどのよ
うな方法でどんな規則を設定しているのかを分析した
研究書である。具体的な分析は，労使関係論に基づい
て，労働支出の質と量とその反対給付に関する規則に
着目するというものである。これらの規則をわかりや
すくいえば，「どんな仕事を，どれくらいやって，い
くらもらうのか」であり，本書が取り上げる仕事決定
や労働時間決定，賃金決定が含まれる。
　労働条件は，通常，使用者側と労働者側（労働組
合）が行う団体交渉や労使協議を通じて取引される。
しかし，他国と比較をすると，日本の労働条件の取引
方法には大きな特徴がある。欧米先進工業国では，集
団取引が行われるが，日本では，賃金決定に代表され
るように，集団取引を行いつつも個別取引も行われる

（石田 2003）。そして，日本では，成果主義賃金の導
入によって，労働条件を個別に取引する傾向が強まっ
た。
　この結果，集団取引を行う労働組合は，その存在意
義を問われることになる（例えば，石田 2003；中村 
2006 など）。労働条件を個別に取引するということは，
組合の規制の及ばないところで労働条件が決定される
ことを意味し，その結果，労働組合の影響力が低下す
る可能性が考えられるからである。本書では，個別化
が進む企業を対象に，規則の設定主体の 1 つである労
働組合を分析しており，先行研究が指摘する労働組合
が直面する課題に対して，一定の回答を示していると
評価することができる。
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三吉　　勉 著

２　本書の概要

　本書の全体像を説明しよう。本書はⅢ部構成となっ
ている。以下では，各章の内容について簡単にまとめ
ていく。
　第Ⅰ部は第 1 章～第 3 章で構成され，問題意識と分
析枠組みが取り上げられる。第 1 章では，本書のテー
マに関わる先行研究を整理したうえで，本書の課題が
示される。その課題とは，①個別化された労働条件決
定の規則の構造を明らかにすること，②個別化された
労働条件に対して合意形成を図るために労使関係当事
者はどのような規則をどのように決定しているかを把
握し，その変化と方向性を明らかにすることの 2 点で
ある。
　第 2 章は，第 1 章で示した 1 つ目の課題を明確にす
るための方法を検討する。その方法とは，労働条件を
規定する規則（実体的ルールと手続的ルール）に着目
することである。ただし，労働条件を規定する規則
は，労使協議や会議体等で目に見える（本書でいう公
式）形で決められることもあれば，評判や日常のコ
ミュニケーションといった目に見えない（非公式）形
で決められることもある。既存の労使関係論は，主に
集団で公式の手続的ルールで決められる規則を分析し
てきたが，従来のやり方では，個別で行われる非公式
の手続的ルールによって決められる規則を捉えること
は困難になる。そこで，著者は「集団的－個人的」と

「公式－非公式」の 2 軸に基づくフレームワークを提
案し，非公式領域の研究の必要性を述べる。
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　第 3 章では，第 1 章で示した 2 つ目の課題を明らか
にするために，青木（2011）を基に独自の視点を踏ま
えた労働者類型を提示する。青木（2011）は，「認知
資産」という概念を用いて，株式会社にとって重要な
ステークホルダー（投資家・経営者・労働者）が果た
す役割や関係性から組織を類型化する。日本企業に
は，A 社のように，S 型企業から RE 型企業に移行す
る企業がある。S 型企業は，労使協調で長期雇用慣行
のある伝統的な日本企業が該当するが，RE 型企業は，
労使協調ではあるものの，企業を取り巻く環境全体の
複雑化により，企業にとって不可欠な労働者を絞り込
み，革新的な方法で活用する（青木 2011）。2 つ目の
課題は，個別化された労働条件に対して合意形成を図
るために労使関係当事者はどのような規則をどのよう
に決定しているかを把握し，その変化と方向性を明ら
かにすることである。著者は青木（2011）を基に労働
者類型を提示し，企業類型ごとの労働者ニーズの違い
を仮説的に論じる。日本企業の組織のありようが変化
すると，企業にとって必要な労働者構成が変わり，そ
の結果，労使関係当事者のルール形成や労働組合の活
動に影響を及ぼす労働者のニーズが変化するからであ
る。
　第Ⅱ部は，第 4 章～第 8 章で構成され，A 社を事
例に，個別化が進むなかで，仕事決定，労働時間決
定，成果主義賃金制度，経営対策活動に関わる労使協
議・経営参加が取り上げられる。第 4 章では，A 社
の事業計画等の運営方針の伝達と上司－部下間で行わ
れる目標面接の事例を通じて，個人の仕事決定（目標
設定と進捗管理）の実態が取り上げられる。A 社で
は，経営方針・戦略をブレークダウンして個人の担当
業務とその目標を落とし込む仕組み，進捗状況を管理
して動的に仕事を決定する仕組みが整備されている。
また，A 社はそれまで非公式に行われていた上司－
部下のコミュニケーションを制度化し（1 on 1 制度の
導入），相互理解を深め，割り当てられた仕事に対す
る納得性を高めている。
　第 5 章では，A 社の労働時間決定が取り上げられ
る。A 社では，36 協定と定時退社日の取り組みによっ
て労働時間の外枠が決まり，さらにその外枠の中に，
労働協約に定められた時間外労働の条件，支部との協
定時間の上限という規制があり，労働時間に関する労

使協議が行われ個人の労働時間の「枠」が決まる。さ
らに，この「枠」のなかで，上司と個人との間で，個
人の能力や仕事（質と量）との調整が図られる。その
調整が行われるのが労働時間計画の取り組みである。
これに日常の労働時間管理が加わり，最終的に個人の
労働時間が決まる。この労働時間決定のプロセスを見
ると，集団取引を行う労使関係によって構築された
ルールが機能していることが明らかになる。
　第 6 章では，成果主義人事制度がテーマになる。A
社では，2000 年代から賃金制度改革に取り組むなか
で，評価における成果主義化（個人評価を行う際に成
果（結果）をより重視すること）を導入するのと同時
に，賃金制度における評価主義化（個人評価を反映す
るウェートが高まる）という動きが見られた。賃金制
度改革の過程では，労働組合は労使協議で職場から出
てきた声を発言し，最終的な制度とその運用が職場の
納得を得られるものにするよう努めたほか，賃金制度
の運用については，「どんな仕事をどれくらいやって，
いくらもらうのか」について労使交渉を行っている。
成果主義賃金制度への移行は，労働組合が失った賃金
に対する集団的な影響力を取り戻す機会であったと著
者はいう。
　第 7 章では，企業組織が変化するなかでの経営参加
が主なテーマとなる。具体的には，経営活動（PDCA）
への関与に注目する。A 社では，組織の各レベル（企
業，事業場，職場，個人）で PDCA が回され労使協
議が行われている。ただし，実際の労使協議では，企
業の戦略的な内容に対する発言（強い関与）はなかな
か難しく，CA を促したり，P を理解するための説明
を求めたりするといった発言（弱い関与）が中心と
なっている。
　第 8 章では，近年の変化として，第 4 章～第 7 章で
取り上げた諸ルールの変化と企業文化・風土改革が
テーマになる。諸ルールの変化の一例をあげれば，労
働時間決定ルールの変化がある。A 社では，働き方
改革という社会的な動きの流れのなかで，一律の労働
時間規制が行われ，A 社全体の労働時間が短縮され
たり，支部・事業所ごとの事業特性や働き方の特性を
考慮して決められていた時間外協定ルールの統一化が
図られたりした。企業文化・風土改革では，顧客第一
が徹底され，内向きな業務の撤廃やコミュニケーショ
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ンの活発化，ワークプレイス改革（フリーアドレスの
導入や役員室の撤廃）等が行われた。著者は，こうし
た近年の変化は，A 社が RE 型企業に向けて進化して
いる途上であることを示しているという。
　第Ⅲ部では，第 9 章を通じて，これまでの分析結果
を振り返りつつ，① RE 型企業への進化に伴う雇用関
係の変化，②①によって企業別労働組合に求められる
変化，③今後の雇用関係研究及び研究方法の課題が述
べられる。①については，RE 型企業に相応しい公式
の制度や企業文化・職場風土に変えていくこと，②に
ついては，経営への影響力の強化と個別化・多様化す
る労働者ニーズへの対応，会社が行う組織文化・風土
改革への対応の必要性が述べられる。③については，
本書が提示したフレームワークや労働者類型に基づく
分析を深めていくことに加え，2 つの研究方法を統合
した分析の必要性などが指摘されている。

３　若干のコメント

　最後に，評者のコメントを記しておく。まず指摘す
べきことは，分析方法の新しさである。その新しさ
は，「集団的－個人的」と「公式－非公式」の 2 軸に
よるフレームワーク（第 2 章）と組織モデルに基づく
労働者類型（第 3 章）にある。既存の労使関係論は，
主に集団取引を目に見える形（集団的・公式）で分析
してきたが（p. 31 の図 2－1），非公式領域の分析は
不十分である。本書は，上記のフレームワークを基に
分析を行うことで，1 つ目の課題である個別化された
労働条件決定の規則の構造を明らかにしている。労働
者類型については，青木（2011）の組織モデルに独自
の視点を加えた労働者類型を提示している。管見の限
りでは，本書のように，ゲーム理論に依拠しつつ，事
例に即して丁寧な実証分析を行った労使関係研究はな
い。ここに本研究の分析の新しさがある。

　他方で，課題も見られる。それは，新しい分析方法
が事例分析にどのくらい活用できているかである。フ
レームワークについては，著者が第 9 章で指摘してい
るように，非公式領域について，もう少し踏み込んだ
分析を行う必要がある。労働者類型については，フ
レームワークに比べると，十分活かされていないよう
に思われる。著者は，第 3 章で労働者類型を提示し，
その類型によって労働者のニーズが異なることを仮説
的に論じている。しかし，事例分析では，労使交渉で
組合が発言する内容がどのタイプの労働者（CW：コ
アワーカー，NCW：ノンコアワーカー）のニーズに
基づくものなのかが明確にされていない。組合は誰が
どのタイプに該当するのかの情報を持たないため，事
例分析では，労働者のタイプ別にニーズの分析を行う
ことは困難だったと考えられる。しかし，第 3 章で詳
細に検討したことを考えると，事例分析で取り上げた
諸ルールが，どのタイプの労働者のニーズに基づいて
設定されたのかを実証する必要があったのではない
か。
　とはいえ，評者が指摘する課題は，本書の分析方法
の新しさや事例分析から得られる興味深い事実発見に
比べたら，些細なものである。本書は，事例に即して
丁寧な実証分析を行った研究書として評価することが
できる。
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